
(基準器検査の審査基準) 

 

基準器検査規則 

（構造に係る技術上の基準） 

第九条 法第百三条第一項第一号の経済産業省令で定める技術上の基準（以下「構造に係

る技術上の基準」という。）は、次条から第十四条までに定めるほか、第二章から第十五章

までの各章の構造に係る技術上の基準の節に規定するものとする。 

（器差の基準） 

第十五条 法第百三条第一項第二号の経済産業省令で定める基準は、第二章から第十五章

までの各章の基準器公差の節に、基準器の種類ごとにそれぞれ定める器差の絶対値（以下

「基準器公差」という。）を超えないこととする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第六条第五項の規定により法第百四十四条第一項の登録事

業者が交付した証明書が添付された場合には、当該証明書に記載された測定結果のうち計

量器の表示する物象の状態の量と法第百三十四条第一項の規定による指定に係る計量器が

現示する計量器の標準となる特定の物象の状態の量との差が前項の基準器公差を超えず、

かつ、当該証明書に記載された測定の不確かさが基準器公差の三分の一を超えないことと

することができる。 

（構造検査の方法） 

第十六条 法第百三条第二項の経済産業省令で定める方法は、第二章から第十五章までの

各章の検査方法の節に規定する方法及び目視その他必要と認められる適切な方法とする。 

２ 基準器検査において、必要があると認めるときは、基準器検査を行う計量器を分解し

て、又は当該計量器に使用されている部品若しくは材料と同一の形状若しくは材質を有す

る部品若しくは材料の提出を求めて、検査を行うことができる。 

（器差検査の方法） 

第十七条 法第百三条第三項の経済産業省令で定める方法は、第二章から第十五章までに

規定する方法その他必要と認められる適切な方法により、その基準器検査を行う計量器の

表示する物象の状態の量と、研究所が行う基準器検査にあっては特定標準器等を、都道府

県知事が行う基準器検査にあっては基準器を、日本電気計器検定所が行う基準器検査にあ

っては特定標準器等又は基準器を用いて表示される物象の状態の量との差を測定すること

とする。 

 


